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高等学校社会科における経済教育のあり方について
平岡可奈之 ＊ 
I はじめに 一問題意識の所在一
現在，高等学校社会科の中で人気のない科目の一つに「政治・経済」をあげることがでぎる。
私は不思議でならない。第1に「政・経」は，地理や歴史と違って，日々の社会について学ぶものである。
その社会は常に動いていて，一番猶近に惑じられなければならないものてはないだろうか。したがって一
番興味を持ってよい科目に思えるのf泣＼第2に，生徒は大学に進学する際に，文科系の学生なら，どの
学部に集中するかというとそれは，経済学部であり，経営，政治，法，商，といった政治経済に
関する学部である。それにもかかわらず，高等学校社会科で行う政治経済の授業には，なぜ興味
を示めさないのか。なぜだろう。やはりこれは内容，構成，授業，教科書に問題があるのではな
ぃfころうか。では， どうしたら生徒が興味を持って授業にのぞめるか。このことが，私が本稿を
書くことのきっかけとなったのである。
そこで，以上の問題意識を解決するためには，現在，高等学校で行われている「政治・経済教
育」について経討していかなければならないであろう。本稿では，政治・経済教育の中でも「経
済教育」について検討を加えていきたい。
一般に，経済単元の授業というと，大学で学ぶ「経済原論」のジュニア版といったイメージが
強く，断片的な知識をただ教えるといったものが多いといわれている。このようなものでは，生
徒が輿味を示めさないのも当然といえよう。
生徒は高等学校を卒業すると大学へ行くもの，就職をするもの，さまざまであるが，なんらか
のかたちで社会へ飛び出していくのである。そうしたとぎ，経済的なものの見方，考え方を身に
つけていなければ，自分自身で判断し，選択して生ぎていくことは難しいと思う。社会へ出てか
らは，労働者として消費者として生ぎていかなければならない。そのとき，どうしても，ある程
度の経済的なものの見方，考え方は必要となってくるのではないだろうか。そのような見方，考
え方を高等学校社会科において身につけさせなければならない。その意味において，経済教育の
研究を進めていくことは，たいへん意義のあることであると考える。
＊ 昭和58年度教育研究科修了
桐蔭学園高校
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本稿では，以上の問題意識を解決していくために，初めに，経済教育の概念，すなわち目的，
方法について議論してみたい。そこで経済学者である長洲ーニ氏の経済教育論を紹介し，そして
批判と検討を加えることにより，経済教育の概念を把握し，今日的な経済教育論を考えていきた
い。次に，その議論をもとに， 「消費者教育」を導入とした， 「消費認識」を中心とした経済教
育というものを考えていきたいと思う。これが，生徒を中心とした，生きた経済教育の一つにな
ると思うからである。
I. わが国における経済教育論
（長洲ーニ氏の経済教育論）
わが国における経済教育はたいへん遅れているといわれている。その中で，昭和30年代前半に
経済教育についてある程度体系づけて論じているのが長洲氏である。
氏は， 「経済学習」の意義について， 「子どもに科学的な社会認識をあたえること，それによ
って，現在の日本国民の歴史的課題を科学的な知性にもとづいて達成でぎるような人間を育てる
こと一これが社会科全体の任務であるとするならば，その中で『経済学習』がしめる地位と役
割はたいへん重いと言うべきであろう di)と述べている。そして， 「経済の問題は，なんと言っ
ても人間と社会にとって最も切実であり，決定的でさえある。しかも，経済の動きは，ある意味
で主観的な人間意志を越えて社会全体をひきずっていくから，それだけに科学的な+1会認識には
正確な経済認識を欠くことがでぎない。 ー中略ー経済認識が社会認識の基底的部分をなすと
いうことは，間違いないと思うd2 >と理由づけている。
このように長洲氏は，社会認識を子どもたちにあたえることにおいて， 「経済学習」の意義は
たいへん大ぎいと述べている。その理由として，経済認識が社会認識の基礎となる認識であるか
らであるとしている。では，氏の言う「経済認識」とはいったいなになのであろうか。氏は「社
会科での経済学習は，いうまでもなく経済学そのものの学習ではないd3)とし，経済学習の第一
として，資本主義認識をあげている。すなわち， 「日本は資本主義の国であることについて，お
おまかながら急所をおさえたイメージ」 4)を子どもたちに持ってもらうことであると述べているc
これは具体的には， 「わが国が世界でも代表的な資本主義の国であることだ。まず日本は，資本
主義としての一般性を持っている。職業，産業，企業，生活等々の複雑ぎわまる多様な現象の根
底には，商品関係と，資本関係が貫いている。そして，他の資本主義国と同様に，産業革命を経
て，現在の高度の独占体制にいたるまで，歴史的段階的な変化と発底をとげている。ここには資
本主義の一般性，すなわち資本の論理，利潤追求と資本の集積・集中の法則，階級構成，経済と
国家の関係が見られる。
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しかし，一般法則がそのままの形で現実にあらわれることはない。やはり資本主義日本は，特
殊性をもつ。独特の性格と構造と問題をもっている。たとえば，後進0), しかも急激に成長した
資本主義国としての特殊性，産業や国民生活の内部に体質的な弱さとなって根をはっている二重
構造の問題アジアの先進国，世界での後進国としての独得な帝国主義的性格，戦争と経済発展
の関係がそれである。以上のような資本主義の一般性と特殊性を，定義式のことばとしてよりは
事実として，子どもたちにつかんでほしいと思うds)と述べて結んでいる。
第二の経済認識のボイントとして，労働と生産活動の意義と役割の認識をあげている。つまり
「社会的生産活動ないし集団的労働こそ，すべての社会の最も基礎的で一般的なカテゴリーであ
り，社会科教育全体を貫く大黒柱であるd6)ということである。
これは，労慟と生産活動は「①人間と社会と歴史の第一次的な土台は労働と生産にあり， しか
も②この労慟と生産は，時代によって程度の差こそあれ，すべて社会的・集団的な活動であるe
そして，③およそ社会は，経済的には，特定の原理で統一され編成された労慟共同体にほかなら
7) 
ない且 という理由からである。したがって，労働と生産活動の意義と役割の認識は，経済認識
の一つの大きな視点となるであろうと氏は述べている。しかし，ここでいう社会的，集団的労働
というのは， 「かならずしもせまい意味でばない。それは第一に，直接の生産の場で成立するも
のが中心であることはもちろんだが，第二に，社会全体としても，巨大で複雑な社会的分業がし
めす諸労働の相互依存関係もまたこれであり，さらに第三に，世代間の伝承や同世代間の普及と
相互促進をとおして発展する科学技術という形での，人間の一般的糖神労働も，人間労働の社会
性の重要な内容をなしているであろう』 「このような匝接の集団労働と社会的分業と科学・技術
の発展によって人間労慟の社会的生産力の発展が生じること，それが社会と歴史の物質的土台で
あることを知るのが社会認識 とくに資本主義認識の基礎であるd6)と補足して述べている。し
たがって氏は，集団的・社会的労慟の意義と権威を学ばせることは，経済学習の第一の任務であ
るといっている。しかし，それを子どもたちに学ばせれば，資本主義認識がでぎたかというとま
だ，それでは半分しか達成されていないともいっている。
つまり， 「現実の社会では，社会的・集団的労働によって巨大な生産力と文明が生みだされて
いる反面，すなわち人間労働の権威と力羅がますます高められている反面，周知の『諌外』現象
が生じているからである。労慟の権威が資本という物の権威に変わり，集団的な生産という人間的
的な営みが利潤原則の支配下におかれ，人間の協働は敵対的競争にとってかわられ，技術や科学
の発展が失業や労働強化という形で恐怖と不安のまとになるといったような，疎外の事実が広範
に，根強く存在するのが現実だからである』 7)と述べ，残りの半分は， 「人間疎外」の認識にあ
るといっている。そして， 「人間労働の権威とその疎外の事実をしっかりおさえて，労働と生産
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の発展に応じて生活をよくしていく意欲と権利意識をもってもらうこと，そのためには社会的労
働の発展とその疎外のメカニズムを科学的に学ばせることが，経済学習の眼目であり，それが資
7) 
本主義認識をささえる基礎である。」 と述べている。
長洲氏は， 「経済学習」の目標について以上のような見解をとっている。つまり，子どもたち
に科学的な社会認識をあたえることは，たいへん重要なことであり，社会科教育の目標とするな
らば，その社会認識の中でも経済認識はその根底をなすものである。したがって，経済認識を子
どもたちに身につけさせることが，社会認識を身につけさせるうえにおいてまず重要なものとし
て把握されなければならないと述べている。そうしたならば，その経済認識とは具体的にはどう
いった内容を示しているのか。第ーには， 「資本主義認識」であり，第二は， 「労働認識」であ
るといっている。前者においては，資本主義の一般性と特殊性を子どもたちが，ことばとしてよ
り事実として把握してもらいたい。また，後者においては，労働と生産活動の意義と役割の認識
そして，それにともなう人間疎外の認識がなされなければならないとしている。
以上の二点が，経済学習における経済認識の大ぎな柱であると考えている。
n 現代社会における「経済教育」
Iにおいて長洲氏の経済教育論を分析してきたわけであるが，氏の理論は，昭和30年代初頭の
ものであり， 20数年前のものである。高度成長期をおえ，低戎長時代に入った現代社会において
はたして通じるものなのであろうか。その点を検討してみる必要がある。
長洲氏の「経済教育」の目標は，一つは，日本が資本主義の国であるという「体制認識」であ
り，また一つは，労働と生産活動の意義と役割の認識，すなわち「労働認識」であった。氏によ
れば，この二つが経済認識の中でも大ぎな柱となるものであると述べていた。
ここで，ひとつの大きな疑問にぶつかった。それは，現代社会において，はたして本当にこの
二つを認識することが，経済認識といえるのであろうかということである。そして，子どもたち
にこれらを認識させるだけで，はたして経済教育と言えるのであろうかということである。もち
ろん，現代でもこの「体制認識」と「労働認識」という二つの認識は欠くことのできない経済教
育の大きなエッセ‘ノスであることは否定でぎない。しかし，この二つだけですべてであるとは考
えられないのである。長洲氏も，これだけをもって経済教育といっているのではなく，少なくと
もこの二つは必要であるといってはいるのだが， しかし，まだほかに必要なものがあるのではな
いかと考える。
ここで，まずはじめに， 「体制認識」について考えてみたい。
長洲氏は，この「体制認識」を「日本が資本主義の国であることを子どもたちに認識させるこ
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とである』と述べている。この点については，氏の指摘が高度経済成長初頭の指摘であっても変
わるところはないと思われる。なぜなら，高度成長の終焉，そしてドル・ショック，オイルショ
ックを境とした低成長時代に入った現代においても，日本が資本主義の国であるという認識をも
っということには変わりがないからである。たとえ経済社会が大ぎく移り変わろうとも，そうし
た認識の重要性は変わらないと思う。
現代においても，社会科教育の終局的な目標を「公民的資質の育成」においているのであるか
ら，その意味でも，日本が資本主義の国であるという「体制認識」は必要なものであるといえる。
なぜなら，子どもが将来社会へ出て主体的に判断，選択して生ぎていくことの根本は，その生き
ていく場，つまり土台の認識をすることにほかならない。土台の認識なしには，主体的な生き方
は望めないであろうと考えるからである。
次に，労働と生産活動の意義と役割の認識，すなわち「労慟認識」について考察してみたい。
経済は一般に，生産，流通，消費の諸活動に分けることができる。氏はその中で，生産過程に
大きな比重をおいている。これは， 「人間と社会と歴史の第一次的な土台は労働と生産にあり，
すべて社会的，集団的な活動であるgJ6)とみているからである。そして，それが， 「すべての社
会の最も基礎的で一般的なカテゴリーであり，社会科教育全体を貫く大黒柱であるd7)と述べて
いる。つまり，こうした社会の基礎である「社会的生産活動ないし集団的労働」を認識すること
が， 「資本主義認識の基礎」であるといっている。
しかし，氏が「労働認識」を特に強調しているのは，上記の理由だけではなく， もうひとつ大
ぎな意味を持っている。それは，生産過程における「人間疎外」の問題である。それについては
Iで述べたとおりである。この「人間疎外」の問題を含めて， 「労働認識」の重要性， 「経済学
習」における第一次性を主張している。
では，経済活動の残りの部分，すなわち，流通活動，消費活動の扱い方については， どうみて
いるのであろうか。
氏によると，それは， 「経済学習では商業，消費生活など，流通と消費の分野がきわめて大き
な比重で現われている。一中略一生産や分配といった経済学的に基本的な問題よりも，流通ぞ
や消費が圧倒的に重視されているds)と言って，当時の現状の経済学習について批判している。
そして， 「経済学習でだいじなのは，資本主義体制全体のメカニズム認識であり，全体像形成で
9) 
ある且 と，ここでもやはり，資本主義の「体制認識」に主眼をおいている。
この点について山根氏は次のように批判を加えている。 「流通と消費の分野の比重については，
私は，そこにあまり比重をかけることはやはり問題であると考えるが，長洲氏の『産業・経済学
習の学年別展開』に見られるように，ほとんどカットすることはむしろ問題であると考える。な
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ぜなら，私は，現代社会にあっては産業全体に占めるいわゆる第三次産業の比重はきわめて高く J
またそこに重要な社会的問題（例えば交通公害の問題）があると考えるし，いわゆる消費者運動
が重要な社会問題になっている今日，消費生活に対する学習は社会科の重要な内容であると考え
10) る』 このように，山根氏は，今日的な意味すなわち長洲氏の理論から20年経た現在を考えて批
判を加えている。
この意見については，同意見であるが，しかし， 20年たった現在の経済状況をふまえての批判
であれば，大ぎな経済的社会的変化があったのだから当然といえば当然であるといえよう。しか
し，山根氏の流通，消費活動に目を向けるべぎであるという示唆は妥当であると思う。
長洲氏は「経済学習で大事なのは，資本主義全体のメカニズム認識であり，全体象形成であるg
と述べている。氏がこのように経済学習を考えているのであれば，いままでの分析に見るように
「労働認識」をもって，資本主義の基礎と考えるのは，問題があるのではないだろうか。氏が言
うように， 「資本主義全体のメカニズム認識」を子どもたちにあたえるとするならば，経済活動
においては，流通，消費活動の面を忘れてはならないのではないか。また，経済主体の面から見
れば，国家の役割，企業の役割，家計の役割についても見ていかなければならないのではないだ
ろうか。 「労働認識」をもって経済教育とするのは，あまりにも一面的すぎるように思われる。
この視点は，資本主義社会が存在する限りありつづけるだろう。したがって，長洲氏の指摘か
ら20年たった現在だから，流通，消費活動に目を向けるのではなく，いつの時代においても経済
活動における三者の側面は忘れてはならないと考える。
この点について，山根氏は， 「『労働』， 『生産』， 『産業』という用語からもわかるように
生産する側の立場からの方向であり，これには消費者の立場からの考察が含められていない。経
済活動は生産と消費の双方を含む概念であるから，経済教育には消費者の立場からの考察が含め
られなければならない。すなわち，労慟生産，産業という経済活動が消費者及び一般国民にとっ
て，どのような経済的意味があるのかということを付け加える必要がある。 一中略ー経済教
育においては，生産者の立場からも，消費者の立場からも，国民全体の立場からも考察されなけ
ればならないということであるd12)と言及している。
以上の考察のうえにたって，現代社会における「経済教育」について考えてみたい。
長洲氏の「経済教育論」における経済学習の目標が，日本が資本主義国であるという「体制認
識」にあるという指摘に対しては私も同意見である。これから社会へ出て社会生活を送っていく
子どもたちが，自分自身で考え判断していく態度を身につける基盤は，自分たちが住んでいる国
をしっかりと把握するということがたいせつであると思うからである。
しかし，氏はその「体制認識」をする基礎は「労慟認識」であるといっている。これに対して
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は，先に述べたように，経済活動とは，生産，流通，消費の各活動の総合である。それならば，
生産面だけに力を入れるのではなく，流通，消費面においても，それなりの比重をおかなければ
ならないといえよう。
このようにみてくると， 「経済教育」とは「体制認識」と「経済活動認識」を子どもたちにも
たせることということがいえるのではないだろうか。そして， この二つの認識を大前提として，
時代背景によって様々なアプローチのしかたが存在するのではないかと考えるのである。
「経済教育」を以上のように規定したうえで，長洲氏の言う「労働認識」をみた場合，高度経
済成長期という時代背景において妥当であると思う。しかし，当時から20年たった現在ではそう
は言えない。経済活動の中でも，現在は特に学校教育，社会科においては，消費活動の面がもっ
とクローズ・アップされるべぎではないかと考える。
いいかえれば，経済教育の今日的課題として， 「消費認識」の重要性が見なおされるべぎであ
るということである。
それは，長沙廿氏の時代が生産中心の時代であったのに対し，現在が消費中心の時代ということ
が言えるからである。もちろん，私は消費面だけをみて， 「経済教育」というのではない。そう
ではなくて，現在，子どもに「経済教育」を行うにあたっては，経済活動の認識のうちで，消費
活動，特に消費者の面からのアプローチがたいへん重要であるということである。
皿 「消費認識」を中心とした「経済教育」
「消費認識」を中心とした「経済教育」を高等学校社会科で行っていくうえで， 「消費者問題」
を取りあげる意味は大きい。現在の日本経済の動向が，生産を中心とした高度安定志向から国民
福祉に重点をおいた経済安定志向に移り変わってきて， 「消費者問題」が切実な社会問題になっ
てきたという理由からだけではない。つまり，生徒に「消費認識」をもたせるということは，消
費者の立場からの認識ということがでぎるということである。すなわち，消費者の立場からとい
うのは，学習の主体である生徒にとって，まさに自らの立場にほかならない。つまり，大部分の
生徒は現に消費者であって，その立場から経済社会を認識するということは，自らの生活課題に
結びつけての認識ということになる。 13)これは，経済単元が生徒にとって興味のない授業となっ
ている現在，それを解決する新しい方向性であるといえよう。また，この「消費者問題」を教材
とした「消費認識」を中心とした「経済教育」を行っていけば，消費活動からスタートし，流通，
生産活動の理解へと向うこともできよう。それが， 「経済活動認識」へとつながり， しいてば，
わが国が資本主義国であるという「体制認識」もなされるであろう。このような過程をたどれば，
これまでの経済学習が，いわゆる経済原論的になりがちで，経済の構造や機能を抽象的に取りあ
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げ，結局は知識の詰め込みになりがちであった弊害を克服できるのではないだろうか。
ここで総括として，経済教育の今日的なあり方についてまとめてみたい。
経済教育とはいったい何なのか。それは，一言でいえば，生徒に経済認識を与えることである
といえよう。つまり，社会科教育全体の目標を「公民的資質の育成」におくとするならば，その
第一歩は，子どもたちに科学的な社会認識を与えることである。そして，その社会認識の基底部
分をなすのが経済認識であるととらえることができる。
では，その経済認識とは具体的には何なのか。それは， 「資本主義体制認識」と「経済活動認
識」であるといえる。つまり，生産，流通，消費の諸活動の認識を通じて，経済社会のメカニズ
ムを認識し，資本主義経済体制を認識することにつながっていくということである。
このような，資本主義体制を認識することが，なぜ必要であるかというと，子どもたちが将来
社会にでて社会人として，経済生活を行う場所は，資本主義社会なのである。子どもたちが，主
体的に判断し，選択して生ぎていく社会の機構をしっかりと把握していなければ，そのような行
動をとることができないと思われる。したがって，そうした観点にたってみた時，経済教育で取
り扱う経済認識はたいへん重要であり，子どもたちが把握しなければならない社会認識の中で，
最も根底をなすものであるということがでぎる。そうした経済認識を子どもたちにもたせること
がでぎた時，貢献したといえるのではないだろうか。
では，以上のような主旨で実際に高等学校社会科において，経済教育を行う場合，経済認識の
育成ということで，経済原論的な授業を行ってしまっては目標は達成できない。なぜなら，高校
生の発達段階と見比べた場合，経済学の体系をそのまま教え込むには無理があるからである。で
は，どうしたらよいのか。それには，初期社会科の時代から言われ続けている，生徒の身近な事
象を教材とした授業が行われなければならない。こうした観点にたってみた場合，経済教育にお
いても，実際の現代社会で発生している諸問題を教材として取りあげて，経済認識をなさなけれ
ばならないと考える。
そのような意味からも，現代的な問題として， 「消費者問題」を取りあげることは有意義なこ
とであるといえよう。つまり， 「消費者問題」は，どの子どもたちにもあてはまる問題であると
いえるからである。生産，流通，消費とある経済活動の中で，唯一，子ども自身が参加することの
できる経済活動であるということである。
また，その「消費者問題」を授業で取り扱う時， もちろん，消費生活のあり方，消費者の権利
の認識を行なうのであるが，私がより重要であると考えるのは，そうした生徒にとって身近な問
題である， 「消費者問題」を取り扱うことによって，経済社会における消費活動を認識し，この
ような問題が発生した社会的背景を理解することにより，資本主義経済の運動法則を理解し， し
-42-
筑波社会科研究第4号(1985)
いては，そうしたメカニズムをもつ資本主義体制の認識をすることである。そして，それが経済
教育の目指す経済認識にほかならないと考える。
以上のような経済教育がなされていけば，子どもたちの「経済的社会化」14)にも大きく役立ち，
社会に飛びたっていった時，いかに多種多様な社会問題に直面しても，自分自身で思考し，判断
して行動していける人間になりうると考える。そして，それが， 「公民的資質の育成」といった
社会科全体の大目標の達成の一端をになうことができたといえるのではないだろうか。
本稿では， 「高等学校社会科における経済教育のあり方」ということで，経済教育の基本的概
念についてみてきた。そして，今日的な経済教育ということで， 「消費認識」を中心とした経済
教育の見方，考え方について論じてぎた。ここで取り扱ったことは，経済教育のほんの一面にす
ぎないであろう。しかし，社会科教育の中で遅れているといわれる経済教育において，このよう
な，様々な取りくみ方をしていく中で，経済教育は発展していくものであると考える。
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13)梶哲夫「消費者教育」『現代教科教育学大系 3社会認識の形成』木原健太郎，小林信郎
編著 (1974第一法規） p.35 7 -358 
141 山村賢明「日本人の経済的社会化序説」『現代社会学5』(1976 講談社）
山村氏によると， 「経済的社会化は他の個別領域的社会化に比べて，ほとんど未開拓な
分野といってよく，経済的社会化という用語さえ，末だ使われてはいない状態にある』と
述べている。しかし今後 「経済的社会化」の研究は進めていかなければならないもので
あるとし， 「経済的社会化」の内容領域を提示している。それによると， 「経済的社会化
の固有の領域は， 『経済的価値パターンの動磯づけ』と『経済行為の遂行性能についての
社会化』にある』と言っている。定義としては， 「一定の経済体系をもった社会のなかで
生活する人間一般について，とくに経済活動に関した側面の社会化を問題にするのであるd
と述べている。
この「経済的社会化」を提言している山村氏は，教育社会学者である。これに対して，
梶氏は，社会科教育関係者によるこれからの研究が切に望まれると述べている。
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